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業務委託特記仕様書 

 

１ 業務概要 

（１）業務名  県営陸上競技場スタンド躯体調査業務 

（２）業務場所 盛岡市みたけ一丁目 10-1 

（３）履行期間 契約締結の日～令和８年２月 13日 

 

２ 業務目的 

  本業務は岩手県営運動公園陸上競技場のメインスタンド及びバックスタンドの構造･設備等

について現状を把握するとともに、今後の改修工事に向けた検討資料を作成することを目的と

する。 

 

３ 施設概要 

（１）メインスタンド 

   建築面積：1,623.30 ㎡ 

   延床面積：2,703.28 ㎡ 

   階数及び構造：鉄筋コンクリート造・一部鉄筋造・地上 3階建スタンド式 

   竣工年：1965 年 12 月 

（２）バックスタンド 

   建築面積：1,383.94 ㎡ 

   延床面積：1,431.94 ㎡ 

   階数及び構造：鉄筋コンクリート造・地上２階建スタンド式 

   竣工年：1970 年９月 

 

４ 業務内容 

  次の調査を実施する。 

（１）予備調査（調査計画を作成するために実施） 

  ・保守担当者へのヒアリング 

  ・改修、修繕、点検履歴等の資料確認 

  ・調査範囲等の確認 

 

（２）目視等による調査 

   建築関連調査項目 

1）屋上防水 2）外壁 3）外部金属部 4）外部・内部建具 5）内部仕上 

6）躯体 7）囲障 8）構内舗装 9）屋外排水 

（３）建築関連調査項目ごとの調査内容 

  １）屋上防水 

    目視等により、次の調査を実施 

    ・漏水箇所の確認 ・防水納まりの確認 ・漏水発生条件、漏水程度、及び被害状況の 

 確認 ・植物の繁茂 ・ドレンつまりの確認 ・押さえ層の劣化（ひび割れ・せり上が 

 り・欠損等）の確認 ・伸縮目地部の異常 等 

  ２）外壁 

    目視等により、次の調査を実施 

・コンクリートや仕上げ材等の欠落 ・クラック（原則として 0.15 ㎜以上のひびわれ調



査） ・漏水状況 ・劣化度 等 

３）外部金属部 

  目視、触診により次の調査を実施 

    ・建築物に使用される各種金属部位や保護材として用いられる塗膜の劣化状況 等 

    （特に躯体との取り合い部や接合部を入念に調査し、部材の表面状態及び周辺躯体のひ

び割れや押し出し、爆裂等の異常の発生と固定状況について調査する。） 

４）外部・内部建具 

    目視、及び開閉動作確認により、次の調査を実施 

・建具部材の腐食や取り付け状態 ・開閉状態 ・ガラスと枠の取付状態 等 

５）内部仕上 

    目視等により次の調査を実施（書棚等で目視できない部分は除く） 

・床、壁、天井、間仕切壁等各種内装材料の劣化 ・汚損状況 ・クラック（原則とし

て 0.15 ㎜以上のひびわれ調査） 等 

６）囲障 

    目視、触診により、次の調査を実施 

・変形 ・破損 ・錆 ・腐食 ・ゆるみ 等 

７）構内舗装 

    目視等により、次の調査を実施 

・不陸 ・傾斜 ・陥没 ・舗装面又は舗装仕上げ材の剥離 等 

８）屋外排水 

    目視等により、次の調査を実施 

・側溝等の著しい傾き ・損傷 ・マンホール等のがたつき ・排水不良 等 

 

（４）保全・改修・修繕履歴の調査分析 

  １）既存図面（竣工図面と改修図面）の整理による現状との整合性確認 

  ２）当該業務に必要かつ調査職員の指示する現状図面作成（建築の主要図面の電子データ化） 

建築作成図面 

１ 付近見取図 ２ 配置図 

３ 外構図 ４ 平面図（各棟･各階） 

５ 立面図（各棟･各面） ６ 断面図（各棟･２面程度） 

７ 天井伏図（各棟･各階） ８ その他調査職員が指示する図面 

 

（５）維持管理関連の分析 

  １）保守担当者へのヒアリングとまとめ 

  ２）メンテナンス業者（外部委託等）へのヒアリングとまとめ 

  ３）維持管理費の調査分析 

 

５ 適用基準等 

本業務仕様書に定めのない事項については次の仕様書、基準等によるものとし、適用につい

ては調査職員の指示による。 

１）「建築保全業務共通仕様書及び同解説」国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

２）「建築物修繕措置判定手法」建設大臣官房官庁営繕部監修 

３）「建築設備の維持保全と劣化診断」建設大臣官房技術調査室･ 建設大臣官房官庁営繕部監督

課保全指導室監修 

 ４）「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準･改修設計指針同解説 2009 年改訂版」

国土交通省住宅局建築指導課監修 



 ５）「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準･改修設計指針同解説 2017 年改訂版」国土

交通省住宅局建築指導課監修 

６）「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説」建設大臣官房官庁営繕部監修 

 ７）「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」 

８）「国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン」国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課保全

指導室監修 

９）「いわて公共建築環境配慮指針」岩手県県土整備部建築住宅課 

10）「コンクリートのひび割れ調査、補修・補強指針 2013」公益社団法人日本コンクリート工

学会 

 

６ 管理技術者の資格要件 

一級建築士の資格を有し、入札日前３か月以上継続雇用している者であること。 

 

７ 照査技術者の資格要件 

入札日前３か月以上継続雇用している者であること。 

 

８ 成果品 

  業務完了時の提出書類及び部数は概ね次の表１とおりとし、提出する各成果品の名称は調査

職員と協議し決定するものとする。 

  また、劣化診断調査報告には、建築物各部位についての現状の劣化度判定（修繕緊急度判定）

の評価を行ったうえで、今後の劣化予想を策定し、表 2 に掲げる評価（５段階）に基づき改修

項目の優先度を示すものとする。 

  

表１ 成果品一覧 

成果品名 形式 部数 

１）調査分析報告書 

製本（バインダー綴じ込み） １部 

コピー用バインダー綴じ込み １部 

概要版 ２部 

DVD；電子データ ２部 

２）今後かかる経費の概算額算定書 

製本（バインダー綴じ込み） １部 

コピー用バインダー綴じ込み １部 

DVD；電子データ ２部 

※ 電子データは、pdf、Microsoft Word、Microsoft Excel、jww 又は sfc の保存形式を原 

 則とする。 

 

表２ 劣化度判定（修繕緊急度判定） 

Ａ 良好な状態である。 

Ｂ 劣化が見られるため、10年以内に改修が必要 

Ｃ 劣化が進んでおり、５年以内に改修が必要 

Ｄ 劣化が著しく、２年以内に改修が必要 

Ｅ 極めて危険な状態にあり、早急に対応が必要 

 

８ 特記事項、その他 

 １）特に明記されていない事項や疑義を生じたものについては、発注者と協議し指示を受ける

ものとする。 

 ２）現地調査は、調査対象施設の職員等と日時、調査内容等について、十分に打ち合わせを行



い、施設利用者、職員等に迷惑がかからないよう調査を行うものとする。 

 ３）発注者は本業務に必要な図書、その他関係資料を受注者に提供、または貸与するものとす

る。 

 ４）受注者は作成する調査資料並びに県から提供を受けた関連資料を当該業務に携わる者以外

にもらしてはならない。 

 


